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研究要旨 

近年は、梅毒の流行が深刻な状況となっており、若い女性の中での増加も大きな問題となっている。

このことは、現代の日本においても、HIV 感染と同じ性感染症の急増する環境が、今も潜在的に存

在していることを示している。その一方で、女性が従事する性産業の形態は、時代とともに急速に複

雑化・多様化しており、一般市民の性サービスに対する意識や行動も大きく変化してきている。従っ

て、潜在するハイリスク層の実態調査を行い、より感染リスクの高い対象者への受検勧奨と予防啓発

を行うことが、我が国の HIV 感染症を含む性感染症対策における喫緊の課題となっている。 
 MSM(Men who have Sex with Men)やトランスジェンダーが従事する性産業の実態や、外国人に

よる性産業の利用状況などについても、十分に把握されていないというのが現状である。また、平成

30 年に入ってからは、東京を中心とした MSM において、性行為による A 型肝炎の流行が発生して

いる。従って、このような対象者の現状把握と、より効果的な啓発方法の開発が求められている。 
 本研究においては、性産業に従事する女性や事業者に加えて、より感染リスクの高い MSM・トラ

ンスジェンダーの従業者の調査も行われる。さらに、企業健診や成人式でのアンケート等による地域

一般住民の調査、性感染症クリニックや風俗街を有する自治体の保健所と連携した性感染症の実態調

査など、より多角的な調査によって現代の性産業の現状を把握する。 
従業者への調査では、プライバシーや人権についての十分な配慮、得られた情報の慎重な扱いが必要

とされる。そのため、性産業従事者に直接関わる分担研究では、従業者をサポートする当事者グルー

プ、セクシャルマイノリティーに関わる NPO の代表者、文化人類学者、行政の担当者などを協力者

とする研究体制を整えた。 
 本研究によって、時代とともに変化してきている性産業の実態が詳細に調査される。そして、現代

の性産業の多様性や複雑性に合った、より有効な啓発法の検討なども行う。さらに、自治体の担当者

と連携した研究計画がすすめられることで、より実効性をもった事業としても機能するような、HIV
を含む性感染症の新たな受検勧奨法の開発に繋がることが期待される。  
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A.研究目的 
 我が国の HIV 感染症においては、性行為によ

る感染が多くを占めているが、その流行の中心は

MSM(Men who have Sex with Men)であり、日

本人女性の感染者数は現時点では決して多くは

ない。しかしその一方で、近年起こっている梅毒

の流行では、20 歳代を中心とした女性の増加が問

題となっており、HIV 感染症と同じ性感染症の急

増するハイリスク層が、今でも女性の中に潜在的

に存在していることを改めて示している。従って、

性産業における実態調査を行い、リスクの高い対

象者への受検勧奨と予防啓発を行うことが喫緊

の課題となっている。 
 しかし、女性が従事する性産業は、SNS(Social 
Networking Service)等の普及とともに多様化し、

一般市民の性サービスに対する意識や行動も変

化してきている。そして、性産業への従事者の中

にも、複数の形態の店舗に従事する女性、他職を

もちながら性産業と関わる女性、あるいはアルバ

イトとして性産業に関わる学生や主婦など、従来

の受検勧奨の届かない対象者も増えている。 
 また、MSM やトランスジェンダーが従事する

性産業の実態や、外国人による性産業の利用状況

などについても、十分に把握されていないという

のが現状である。更に平成30年に入ってからは、

東京を中心とした MSM において、性行為による

A 型肝炎の流行が大きな問題となっている。従っ

て、このような対象者における、現代の性感染症

の背景となる現場の実態調査と、より効果的な啓

発方法の開発も重要な課題である。 
 本研究では、性産業に関わる事業者と従事者の

調査によって、多様化・複雑化している性産業の

実態を明らかにする。更に、地域一般住民の調査

も加えることで、現代の性産業における現状を、

より多角的な実態調査によって把握する。そして、

時代と共に変化してきている性産業の実態を明

らかにし、その多様性・複雑性に合った新たな啓

発・受検勧奨法の立案を目指す。 
 

B.研究方法 
 本研究においては、性産業に従事する女性や事

業者に加えて、より感染リスクの高い MSM・ト

ランスジェンダーの従業者の調査も行われる。更

に、企業健診や成人式でのアンケート等による地

域一般住民の調査、性感染症クリニックや風俗街

を有する自治体の保健所と連携した性感染症の

実態調査など、より多角的な調査によって現代の

性産業の現状を把握する。 
従業者への調査では、プライバシーや人権につい

ての十分な配慮、得られた情報の慎重な扱いが必

要とされる。そのため、性産業従事者に直接関わ

る分担研究では、従業者をサポートする当事者グ

ループ、セクシャルマイノリティーに関わるNPO
の代表者、文化人類学者、行政の担当者などを協

力者とする研究体制を整えた。 
現場の従事者にインタビュー等を行う際には、特

にプライバシーの保護に配慮するとともに、偏見

差別のない接遇に心がける。そして、得られた情

報については、社会的な影響も考慮して慎重に扱

い、対象者への迅速な還元に努める。 
 
（各研究の具体的な研究方法については分担研

究報告を参照） 
 
C.研究結果 
【研究１】性産業に従事する事業者と女性従業者

の実態調査と受検勧奨（渡會） 
 本分担研究では、性産業に従事する事業者と女

性従業者に対し、HIV を含む性感染症に関連した

実態調査を行い、今後の受検勧奨へとつながる計

画を立案することを目標とする。 
 初年度から 2 年目にかけては、(1)性産業におけ

る性感染症対策等の文献検討、(2)各都道府県公安

委員会への届け出数・風俗マガジン・ウェブサイ

ト等からの性風俗業種・稼働状況等の推測、(3)
研究協力者(あや乃)との情報交換による現在の事

業者と従業者の状況把握(性産業形態の種類・従事

者の年齢層・客の年齢層や国籍) などの調査研究
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を計画している。 
2 年目から 3 年目にかけては、性産業に従事する

事業者・従事者を対象としたインタビュー調査を

行うことで、従業者側の検査や教育等の性感染症

対策、従業者の性感染症に対する意識の違い、性

感染症検査の受検状況、予防対策の実態調査など

を行う。また、最終年度の 3 年目には、現代にお

ける性産業の実態に合った受検勧奨法の提案を

行い、今後の性産業に従事する事業者と女性従業

者の HIV/性感染症検査ガイドライン作成の可能

性についても検討する。 
 
【研究２－①】性産業に従事する MSM とトラン

スジェンダーの実態調査と受検勧奨（今村） 
 性産業に従事する MSM は、HIV 感染のハイリ

スク層であり、その現状の把握と対策は、今でも

重要な課題の一つとなっている。また、トランス

ジェンダーの性産業への関わりについては、現時

点でも十分に明らかとされていない。本研究の現

場インタビュー等は、研究協力者の砂川秀樹が中

心となり、他の協力者との連携を行いながら計

画・実行していく。 
初年度から２年目にかけては、(1)セックスワーク

従事経験者、利用経験者への聞き取りに基づく形

態などによる種別化(異性間でのセックスワーク

に関する先行研究も参考とする)、(2)それぞれの

種別の特徴を把握(主な行為やコミュニケーショ

ンも含める)、(3)新宿エリアにおける上記の種類

別の把握、(4)おおまかなマッピング(店が同定で

きない範囲で行う)などの研究を進める。また、東

京のMSMを中心に流行が始まっているA型肝炎

の予防啓発を通じて、現代における性感染症の流

行への効果的な啓発方法の確立を目指す。2 年目

から 3 年目にかけては、それぞれの業種のセック

スワーカーと利用者のインタビューにより、健康

に関する問題を掘り起こし、その背景にある構造

等の分析を行う。 
インタビューにあたっては、現場との十分な信頼

関係をいかに築くかということが重要である。ま

た、インタビューを実現していくこと自体が、健

康に関する情報を提供するチャンネル作りにも

なり、啓発の一環的な意味合いも持っていくこと

が期待できる。本研究は、健康情報の提供や受検

勧奨に繫がり、その結果として 1 人 1 人の健康に

寄与するものと考えている。 
 
【研究２－②】性産業に従事する MSM とトラン

スジェンダーの実態調査と受検勧奨（今村） 
<東京における A 型肝炎の流行対策による、MSM
へ向けた性感染流行の迅速な啓発方法の検討> 
本研究では、東京を中心とした MSM の、A 型

肝炎の流行への緊急対策を行った。その計画を進

める中で、行政担当者、保健所、そして各 NPO
等との協力によって、医学的情報や具体的な感染

予防策などを、より迅速にハイリスク層へ伝える

方法を検討することができた。 
性感染症の流行拡大への緊急対応としては、情報

伝達の迅速性が重要な課題であった。その一方で、

便を介して性行為で感染するという A 型肝炎の

情報を伝える際には、ゲイバッシングにつながる

リスクも念頭におき、ハイリスク層へ集中して情

報が流れるような配慮も必要とされた。従って、

この A 型肝炎の流行対策においては、一般的な感

染症の流行への対応以上に、現場コミュニティー

と繋がっている NPO 等との密接な連携が重要な

ポイントとなった。 
対象に合った情報をまとめたチラシ等の作成、

ホームページ・スマホアプリ・SNS 等を利用した

情報拡大など、今回の対策によって確立された啓

発方法は、MSM における今後の性感染流行にお

いても、ハイリスク層へ集中的に、かつ迅速に啓

発情報を提供するための対策として役立つもの

となるだろう。 
 
 
 
 
 

9

03-417 本文.indd   9 2018/03/23   18:52:11



 

 

【研究３】性感染症クリニックの実態調査と啓発

（川名） 
 H29 年度は、性感染症クリニックおよび風俗街

を有する自治体の保健所と連携して性感染症の

実態調査の体制を確立し、クリニック、保健所へ

の調査を実施し、課題を抽出する。H30 年度には、

クリニック受診者の実態把握のために、Case 
report form(CRF)を用いた詳細な症例調査研究

を組み立て、受診者における梅毒などの治療内容

とその効果判定の有無などを調べて、蔓延の原因

検索を行う。H31 年度に性感染症クリニックおよ

び一般市民に向けた啓発ツールを作成し、これを

クリニックや保健所に配布するともに、適宜、性

感染症の診療ガイドラインの改訂に繋げる。 
 
【研究４】地域一般住民の性サービスに関わる実

態調査と受検勧奨（土屋） 
 本研究では、特性に偏りの少ない地域一般住民

が集まる場所・機会を選定し、地域一般住民を対

象とした実態調査を実施する。アンケートには、

対象者自身の性行動、金銭の授受を伴う性交渉経

験の有無、HIV 検査受検経験の有無、HIV 検査に

関する知識などを含み、疫学研究者、HIV 臨床の

専門家、行政関係者の 3 者がそれぞれの視点でア

ンケートの作成および結果の分析に参加する。１

年目には自治体担当者や保健師と連携した｢成人

式の参加者を対象としたアンケート調査｣を計画

している。また、｢企業健診での社会人アンケー

ト調査｣の準備も進める。２年目には、初年度の

結果をもとに、調査対象の拡大を検討する。２～

３年目に、実態調査で得られた情報をもとに、予

防啓発・受検勧奨に繫がるような対策の立案、提

言を行う。 
質的調査・量的調査の手法を用いて疫学的に地域

一般住民の性行動や意識、性感染症に関する知識

の現状を明らかにすることで、実態に即した予防

啓発・受検勧奨の立案を目指す。 
 
 

D.考察 
 近年は、梅毒の流行が深刻な状況となっており、

若い女性における報告数の増加が大きな問題と

なっている。そして、現代の日本においても、HIV
感染と同じ性感染症が、異性間でも急増する環境

が明らかとなったことで、今後の受検勧奨法につ

いても再検討することが求められている。 
その一方で、女性が従事する性産業の形態は急速

に複雑化・多様化しており、一般市民の性サービ

スに対する意識や行動も大きく変化してきてい

る。従って、潜在的なハイリスク層への感染拡大

を防ぐためには、早期に実態を把握するための調

査を行い、よりリスクの高い対象者への受検勧奨

と予防啓発を行うことが、我が国の HIV 感染症

を含む性感染症対策における重要な課題となっ

ている。 
 本研究では、性産業に従事する女性や事業者に

加えて、より感染リスクの高い MSM・トランス

ジェンダーの従業者の調査も行われる。 
現場で働いている従業者への調査については、プ

ライバシーや人権についての十分な配慮、得られ

た情報についての慎重な扱いが必要とされる。そ

のため、性産業従事者に直接関わる分担研究では、

従業者をサポートする当事者グループや個人、セ

クシャルマイノリティーに関わる NPO の代表者、

文化人類学者、行政の担当者などを研究協力者と

する研究体制を構築した。 
さらに、地域一般住民の性行動や意識、性感染

症に関する知識の現状を明らかにする調査、性感

染症クリニックや自治体・保健所とも連携した性

感染症の実態調査も加えるなど、より多角的な視

点から効果的な啓発や受検勧奨に繋がる提言を

行っていく方針である。 
 
本研究の社会疫学調査によって得られた結果

によって、現代における性産業の実態を明らかに

し、その多様性や複雑性に合った対策の提言を目

指す。さらに、自治体の担当者とも連携した研究

計画がすすめられることで、より実効性をもった
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事業としても機能するような、HIV を含む性感染

症の新たな受検勧奨法の開発に繋がることが期

待される。 
 
E.結論 
  初年度は、性産業の従事者に対する質的調査

を行うために必要な、基礎的な情報収集、インタ

ビュー調査における質問内容の検討、そしてパイ

ロット的な聞き取り調査を開始した。更に、性感

染症クリニックでの実態調査、企業健診や成人式

におけるアンケートなどの計画を実行するため

の検討も行っている。今後は、これらの各計画を

具体化しながら、順次実施していく予定である。

本研究によって、時代と共に変化してきている性

産業の実態を明らかにし、その多様性・複雑性に 

F.健康危険情報 
なし 
 
G.研究発表等 
各分担研究者の報告内に掲載 
 
H.知的所有権の出願・登録状況（予定を含む） 
①特許取得 
なし 
②実用新案登録 
なし 
③その他 
なし 
 

に合った新たな啓発・受検勧奨法の立案に繋がっ 
ていくことが期待される。 
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